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(4) 運輸大臣は，前 3 項の事項に|共l し，巡輸省令を定めよう 外有識者を主 と した凶鉄部外凶f4;公正委員会 (似刷、)を設 il1する。

とするときは，大蔵大臣と協議するものとする。 (3) 凶鉄共済組合が資本参加l している郊外I-H体については，

(1)において，補助期間を昭和 36 年度から昭和 40 年度までの その凶体の性物に応じて持分の譲渡方を検討するとともに，地

5 年としたのは，当時国鉄は昭和 36 年度から日{何]40 年度まで 方的に:{H正する部外団体についても， 今後部内依然機1/1;の強制Il

の JVl聞において 5 箇年計画を実施する予定であり ，その資金維 によ っ て各地方ごとに改善を行なっていく 。

保のため運賃値上げを策定中であ っ て，その 5 箇年計画の進ち ープ'jI玉li:J:においては，世上の批判に対処するため， fm外団体

ょくにより，国鉄の経営状態その他諸般の情勢の変化も考えら の改善について鋭意検討した結果， !I(A和 30 ・ 1 2 ・ 6 L国鉄部外岡

れるので，さしあたりこの 5 箇年計四の JUl間について補助を考 体の改lfについて1 とし、ぅ Dili士郎外凶体に対する凪欽の法本方

えたものである。利子の額に相当する額は， 日本固有鉄道新銀 針を発表し， 次いで11[1和 31 ・ 1 ・ 1 9 L H 本国有鉄道部外団体等公

建量生補助規則 (昭和 37 年運輸省令第 l 号)に定められており， 正委n会1 をはじめ ~Hi委員会の設 iì1なと'を合めた具体的方策

昭和 35 年度以降補助しようとする年度の前年度までに支出し を公表 し ， Jll1和 3 1 ・ 1 ・ 20 より実施に砂すこととした。

た新総建設費の額に 6 分 5 厘の率を乗じて得た初であって，新 〔委員会委員〕

線建設費は国鉄予算の工事勘定の建設費の項から支出した費用 凶鉄が委嘱した委n会委員は， 次のとおりであるの

の飢のうち，運輸大厄が予定鉄道線路の建設に要したと認める 委員長工藤H日間郎東京都民銀行頭以

'l~用の額である。 委 tl 稲淡秀 三 国民経済研究協会会長

(2) における利益の耳目とは. fllìll)J規則に定めており ， 昭和 27年

度以降運輸大臣が許可した鉄道新総て、あって，本法による補助

に係る[玄関について，補助を受けよ うとする年度の前年度に係

る，c\;~.業収入の額がこれに対応する営業支出の微をこえる額であ

る。ここに営業収入とは，旅客迎車(Jj収入，貨物逆輸収入および

運輸雑収入の合計百Hであり，主:業支 1+1 とは，統1;;;~'i. ,f IJ r-負担ー

額，諸税，減fim償却費および除却'1!{の合 ;; 1 世田である。

(3) における当該線路に係る補助の智!の合計傾とは，各年度の

初ì JjlJ傾に，昭和 35 年度以降当該il::伎の前年度までに支出した

新線建設費のうち， 当 l該補助|メ:IHJに係るものの山める割合を乗

じて得た衡の合計額である。 (柿 111義一)

にほんこくゅうてつどうぶがいだんたいとうこうせい

いいんかい 日本固有鉄道部外団体等公正委員会

〔設立の経粋〕

昭和 29.30 年当時，絞木IßJ ・ iliiJ爺九 ・ 紫雲当Lなどの重大事故

の発生や鉄道会館事件な どのため . 1 司会 ・ 政府 ・」般社会なと

から，凶鉄経常はもとより 一般職只の言動にをるまで， ~!Uく批

判されるに至った。

政府は，このような世諭の'fOJl;~を ifi似し，国鉄経常の刷新を

はかるため，昭和 30-6 五II的名に有議粁一験者からなる 日本国有

鉄道経営調査会を設れした。

経常調査会は， nn和 30 ・ 6 ・ 20 第 11](1捌究会において会長に有

沢広巳氏をJilì ll\するとともに，調有会のj車位方法を決定して以

来. 7 筒月にわたって'ji~に凶民(J'')fJl ~!fにた って1í'O宣伝審議を重

ねた。その結果，昭和 31 ・ 1 ・ 1 7 迎輸大臣に対して作 lþが行なわ

れた。この答申の中で，国鉄i~H 外しH体の改葬措hTfについて，次

のように述へている。

(1) 11'1欽が l両氏の|司鉄として能率的経済的に運刊され，さら

に時世の進展に伴って着々とその近代化を行ない，真に国民経

済の発展と悶JI!;の柄祉の 1 ;'J.1に尽くすことができるよ うになる

ためには，同氏の心からの協力をgl ることが必要であり ，その

ためには. IJ~鉄の統仰の実体を川氏の lìíjに I!fJ らかにするととも

に. 1却鉄の i:1! ，: ;~.に対する IliJL~の疑惑を一掃しなければならない

ので，このよ4地にたって従米利々 1 1 十 I;:J に"荘1治された i-~I外 rH休に
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〔審議経過〕

IIß 府] 3 1 ・ 2 ・ 10 第 1 1叶委民会をIJfHlll して委員長に工藤町四郎氏

を選出するとともに . ~I~鉄共済組合の持株の処分を決定して以

米.i"1をmねること 351coJに及んでいる。

この 11\1. 鉄道弘済会. 11 本食堂株式会社，日本交通公社， [! 

本海内j\Jj柄拘株式会社なとの I !，I鉄郎外間体の主裂なものについて，

審議を行ない改普崎町を決定した。そのおもなものは次のとお

りである。

(1) 鉄道弘済会

7 収益事業については， サービスの改善にl~liJUI((.J努力を払

うとともに ， 経'，::_:;をいっそう合理化するよ う 桁訴する。
II 

イ '，~\'"1~料金は一般同様 L京語に 'JI き 1:げる。なお引続き一

般に椛内営業料金のリ 1 1二げを研究する。

ウ 守If ;住およひ絞JlJl I}、]存を随時適当な報道機関を利用して発

表し ， UtlHトー般に川知させる。

エ ー ，~'l:を対象とする社会制祉事業については， 今後杭極的

に ';~i化する必要はないと認める。

(2) 日本食な株式会社

ア サービスの改普を徹底的に行なわせるよ う 厳 illに指導殴

督する。

イ 今後必裂によっては，日本食立株式会社以外の適当と認

めた楽街に日来をム，~，~-rする 。

ウ 食堂車の削減については，食:i?・ JjIの利用状況および輸送

ブJの現況を十分勘案 して検討する。

(3) 日本交通公社

7 l国際観光事業の 'TlÐ.'i主にかんがみ，サーピスの改善を行

なうとともに，外客誘致て干のtm長的対策を実施するよう指導

ついて，従前の改善策を推進するほか，次のとおり刷新改況を する ロ

加える 。 イ 既定の |ヰ ill計凶|の実施を進めるとともに，これがために

(2) この楽を実施したうえで ， さらに，その料以にj山づいて lìíj引の施策の~施かはばまれることのないよう祢\)J勿ブJする。

い っ そうの改善をはかつて行く ['}Ëであるが， 今後その進以の ウ IJj 体束 中券の代売は， 一定の rt怖と条件を定めて侮数~j;1J

過程においても十分にIHi~の世1.A をi'<l' i Jf!.!することのできるよう とするの

に. IIß和 31 ・ 1 以降国鉄の工事・資材その他業務の作般にわた エ 1 -I1ft釆 q，券の代先手数料は，現;在は 3 % であるが，団体

って国民からの背ti';を承るず，情処理の機関を必けるとともに ml :jjl: 'I ( Jfの代ッ.'dU数 ~I>IJ とJlI;J迎して，これを検討するこ ととする。
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